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(57)【特許請求の範囲】
【請求項１】
　（Ａ）ポリトリメチレンテレフタレート１～９９重量部と（Ｂ）ポリカーボネート９９
～１重量部を含む樹脂組成物１００重量部に対して、（Ｃ）エチレン－メチルアクリレー
トグリシジルメタクリレート共重合体からなるガラス転移温度が０℃以下であるエラスト
マー０．１～３０重量部を含む（Ｘ）樹脂組成物からなる樹脂成形体であって、該樹脂成
形体の表面から深さ１０μｍまでの深さ領域で、（Ｃ）成分を主成分とする相が成形品表
面と平行に層状に存在することを特徴とする樹脂成形体。
【請求項２】
　（Ｃ）成分を主成分とする相の厚みが１０ｎｍ～２０００ｎｍであることを特徴とする
請求項１に記載の樹脂成形体。
【請求項３】
　（Ａ）成分を主成分とする相、及び／又は（Ｂ）成分を主成分とする相が、該樹脂成形
体の表面から深さ１０μｍまでの深さ領域で、成形品表面と平行に層状に存在することを
特徴とする請求項１または２に記載の樹脂成形体。
【請求項４】
　（Ａ）成分を主成分とする相、及び／又は（Ｂ）成分を主成分とする相の厚みが１ｎｍ
～５００ｎｍであることを特徴とする請求項３に記載の樹脂成形体。
【発明の詳細な説明】
【技術分野】
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【０００１】
　本発明は、（Ａ）ポリトリメチレンテレフタレート（以下「ＰＴＴ」と略す。）と（Ｂ
）ポリカーボネート（以下「ＰＣ」と略す。）と（Ｃ）ガラス転移温度が０℃以下である
エラストマーを含む樹脂組成物からなる、新規な相構造を有する、樹脂成形体に関する。
より詳しくは、本発明は、優れた機械物性、寸法特性を有するとともに、耐薬品性に著し
く優れた樹脂成形体に関する。
【背景技術】
【０００２】
　一般にポリエステルとＰＣを含む樹脂組成物からなる樹脂成形体は、その優れた機械特
性、寸法安定性、耐薬品性の観点から、自動車部品、電気・電子部品、建築部品および工
業部品としても広く使用されている。中でも、ＰＴＴとＰＣを含む樹脂成形体は、上記優
れた特性に加え、耐熱性に優れた特長を有するため、より過酷な条件下での使用が期待さ
れている。例えば、自動車のアンダーフード部品においては、さらに高レベルな耐熱性や
耐薬品性が要求される。
【０００３】
　ＰＴＴとＰＣを含む樹脂組成物としては、例えば、ＰＣの５～９５重量部に対して、Ｐ
ＴＴを９５～５重量部の割合で含んでなる、溶融粘度安定性を規定した樹脂組成物が開示
されている（特許文献１参照）。
　さらに、ビス（３－ヒドロキシプロピル）エーテル成分を規定したＰＴＴとＰＣを含む
、溶融粘度安定性を規定した樹脂組成物が開示されている（特許文献２参照）。
　しかしながら、上記手法により得られる樹脂成形体は、要求される耐薬品性を満たすに
は至ってない。
【０００４】
【特許文献１】特開２００２－２６５７７１号公報
【特許文献２】特開２００２－２７５３６９号公報
【発明の開示】
【発明が解決しようとする課題】
【０００５】
　本発明は、極めて優れた機械物性、耐熱性、寸法安定性を有するとともに、耐薬品性に
著しく優れ、例えば、自動車部品材料、電気電子材料、産業資材、工業材料、家庭用品な
どの成形材料として好適に使用することができる樹脂成形体を提供することを目的とする
。
【課題を解決するための手段】
【０００６】
　本発明者らは、上記課題を解決すべく鋭意検討した結果、（Ａ）ＰＴＴと（Ｂ）ＰＣと
（Ｃ）ガラス転移温度が０℃以下のエラストマーを含む樹脂組成物からなる樹脂成形体の
表面から深さ５０μｍまでの深さ領域で、（Ｃ）成分が成形体表面と平行に層状に存在す
る場合に、機械物性、耐熱性、寸法安定性に加え、耐薬品性に著しく優れることを見出し
、本発明を完成するに至った。
　すなわち本発明は、下記の通りである。
　１．（Ａ）ポリトリメチレンテレフタレート１～９９重量部と（Ｂ）ポリカーボネート
９９～１重量部を含む樹脂組成物１００重量部に対して、（Ｃ）エチレン－メチルアクリ
レートグリシジルメタクリレート共重合体からなるガラス転移温度が０℃以下であるエラ
ストマー０．１～３０重量部を含む（Ｘ）樹脂組成物からなる樹脂成形体であって、該樹
脂成形体の表面から深さ１０μｍまでの深さ領域で、（Ｃ）成分を主成分とする相が成形
品表面と平行に層状に存在することを特徴とする樹脂成形体。
【０００７】
　２．（Ｃ）成分を主成分とする相の厚みが１０ｎｍ～２０００ｎｍであることを特徴と
する１．に記載の樹脂成形体。
　３．（Ａ）成分を主成分とする相、及び／又は（Ｂ）成分を主成分とする相が、該樹脂
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成形体の表面から深さ１０μｍまでの深さ領域で、成形品表面と平行に層状に存在するこ
とを特徴とする１．または２．に記載の樹脂成形体。
　４．（Ａ）成分を主成分とする相、及び／又は（Ｂ）成分を主成分とする相の厚みが１
ｎｍ～５００ｎｍであることを特徴とする３．に記載の樹脂成形体。
　５．（Ｃ）成分がエチレン－メチルアクリレートグリシジルメタクリレート共重合体、
及び／又はエチレンアクリル酸エステル共重合体であることを特徴とする１．～４．のい
ずれか１項に記載の樹脂成形体。
【発明の効果】
【０００８】
　本発明の（Ａ）ＰＴＴと（Ｂ）ＰＣと（Ｃ）ガラス転移温度が０℃以下であるエラスト
マーを含む（Ｘ）樹脂組成物からなる樹脂成形体は、従来の（Ａ）成分と（Ｂ）成分とを
含む樹脂成形体では達成し得なかった、新規な相構造を有する樹脂成形体であり、優れた
機械物性、耐熱性、寸法安定性を保持したまま、耐薬品性に著しく優れるという顕著な効
果を有する。該樹脂成形体は、例えば、自動車部品材料、電気電子材料、産業資材、工業
材料、家庭用品などの成形材料として好適に使用することができる。
【発明を実施するための最良の形態】
【０００９】
　本発明における（Ａ）ポリトリメチレンテレフタレート（以下、ＰＴＴと略称すること
がある。）とは、酸成分としてテレフタル酸を用い、グリコール成分としてトリメチレン
グリコールを用いたポリエステルポリマーを示している。本発明においてトリメチレング
リコールとしては、１，３－プロパンジオール、１，２－プロパンジオール、１，１－プ
ロパンジオール、２，２－プロパンジオール、及びこれらの混合物からなる群から選ばれ
る。それらの中でも安定性の観点から１，３－プロパンジオールが特に好ましい。
【００１０】
　このほかに、本発明の目的を損なわない範囲で、酸成分として、テレフタル酸以外の芳
香族ジカルボン酸、例えばフタル酸、イソフタル酸、２，６ーナフタレンジカルボン酸、
ジフェニルジカルボン酸、ジフェニルエーテルジカルボン酸、ジフェノキシエタンジカル
ボン酸、ジフェニルメタンジカルボン酸、ジフェニルケトンジカルボン酸、ジフェニルス
ルフォンジカルボン酸等；コハク酸、アジピン酸、セバシン酸等の脂肪族ジカルボン酸；
シクロヘキサンジカルボン酸等の脂環族ジカルボン酸；ε―オキシカプロン酸、ヒドロキ
シ安息香酸、ヒドロキシエトキシ安息香酸等のオキシジカルボン酸を一部用いて共重合す
ることができる。また、グリコール成分として、エチレングリコール、テトラメチレング
リコール、ペンタメチレングリコール、ヘキサメチレングリコール、オクタメチレングリ
コール、ネオペンチルグリコール、シクロヘキサンジメタノール、キシリレングリコール
、ジエチレングリコール、ポリオキシアルキレングリコール、ハイドロキノンなどを一部
用いて共重合することができる。
【００１１】
　共重合する場合の共重合成分の量は、本発明の目的を損なわない範囲であれば特に制限
はないが、通常酸成分の０モル％以上２０モル％以下、あるいはグリコール成分０モル％
以上の２０モル％以下であることが好ましい。
　また、上述のポリエステル成分に分岐成分、例えばトリカルバリル酸、トリメシン酸、
トリメリット酸等の、三官能または四官能のエステル形成能を持つ酸、またはグリセリン
、トリメチロールプロパン、ペンタエリトリットなどの三官能または四官能のエステル形
成能を持つアルコールを共重合してもよい。その場合にそれらは全ジカルボン酸成分の１
．０モル％以下、好ましくは、０．５モル％以下、さらに好ましくは、０．３モル％以下
０モル％以上であってもよい。更に、ＰＴＴはこれら共重合成分を２種類以上組み合わせ
て使用しても構わない。
【００１２】
　本発明に用いられるＰＴＴの製造方法は、特に限定されるものではない。例えば、特開
昭５１－１４０９９２号公報、特開平５－２６２８６２号公報、特開平８－３１１１７７
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酸またはそのエステル形成性誘導体（例えばジメチルエステル、モノメチルエステル等の
低級アルキルエステル）とトリメチレングリコールまたはそのエステル形成性誘導体とを
、触媒の存在下、好適な温度・時間で加熱反応させ、更に得られるテレフタル酸のグリコ
ールエステルを触媒の存在下、好適な温度・時間で所望の重合度まで重縮合反応させる方
法が挙げられる。
【００１３】
　本発明に用いられるＰＴＴの極限粘度［η］は０．５０ｄｌ／ｇ～１．５０ｄｌ／ｇで
あることが組成物の機械特性及び耐薬品性の観点から好ましく、［η］が０．７０ｄｌ／
ｇ～１．４０ｄｌ／ｇであることがより好ましく、［η］が０．８０ｄｌ／ｇ～１．３０
ｄｌ／ｇであることが最も好ましい。
　ＰＴＴの極限粘度［η］については、オストワルド粘度計を用い、３５℃、ｏ－クロロ
フェノール中にＰＴＴを含む樹脂組成物を、溶質（ＰＴＴ樹脂成分）／溶液＝１．００ｇ
／ｄｌになるように溶解させ、不溶分（無機質強化材等）をフィルターで除去した後、不
溶分除去後の溶液を用いて比粘度ηｓｐを測定し、下記式により求めることができる。
　［η］＝ｌｉｍ（１／Ｃ）×（ηｒ－１）［Ｃ→０］
　式中のηｒは、純度９８％以上のｏ－クロロフェノールで溶解したポリトリメチレンテ
レフタレートの希釈溶液の３５℃での粘度を、同一温度で測定した上記溶剤自体の粘度で
割った値で相対粘度として定義されるものである。またＣは上記溶液１００ｍｌ中のグラ
ム単位による溶質重量値である。
【００１４】
　また、本発明のＰＴＴには必要に応じて、各種の添加剤、例えば、ｐＨ調整剤、消泡剤
、整色剤、難燃剤、酸化防止剤、紫外線吸収剤、赤外線吸収剤、結晶核剤、蛍光増白剤、
艶消し剤などを共重合、または混合する場合も含む。
　本発明の（Ｂ）ＰＣは、下記式（１）で表される繰り返し単位からなる主鎖を有するも
のである。
　　－(Ｏ－Ａｒ－Ｏ－ＣＯ)－　　　　　（１）
（式中、Ａｒは、二価の芳香族残基であり、例えば、フェニレン、ナフチレン、　ビフェ
ニレン、ピリジレンや、下記式（２）で表される基が挙げられる。）
　　－Ａｒ１－Ｙ－Ａｒ２－　　　　　　　（２）
（式中、Ａｒ１及びＡｒ２はそれぞれアリーレン基であり、例えば、フェニレン、ナフチ
レン、ビフェニレン、ピリジレン等の基を表す。Ｙはアルキレン基または置換アルキレン
基である。）
【００１５】
　また、下記式（３）で示される二価の芳香族残基を共重合体成分として含有している場
合も含む。
　　－Ａｒ１－Ｚ－Ａｒ２－　　　　　　　（３）
（式中Ａｒ１、Ａｒ２は式（２）と同じ。Ｚは単なる結合または－Ｏ－、－ＣＯ－、－Ｓ
－、－ＳＯ２－、－ＣＯ２－、－ＣＯＮＲ１－等の二価の基である。ただし、Ｒ１は、そ
れぞれ独立に水素原子、炭素数１～６の低級アルキル基、炭素数５～１０のシクロアルキ
ル基または炭素数６～３０のアリール基である。）
【００１６】
　これら二価の芳香族残基の具体例としては下記式（４）で表されるもの等が挙げられる
。
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【化１】

（式中、Ｒ７及びＲ８は、それぞれ独立に、水素、ハロゲン、炭素数１～１０のアルキル
基、炭素数１～１０のアルコキシル基、炭素数５～１０のシクロアルキル基または炭素数
６～３０のアリール基である。ｍ及びｎは１～４の整数で、ｍが２～４の場合には各Ｒ７

はそれぞれ同一でも異なるものであってもよいし、ｎが２～４の場合は各Ｒ８はそれぞれ
同一でも異なるものであっても良い。）
【００１７】
　これら二価の芳香族残基の中でも、下記式（５）で表される基が好ましい一例である。
【化２】

【００１８】
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　特に、上記の式（５）で表される基をＡｒとする繰り返し単位を８５モル％以上（ポリ
カーボネート中の全モノマー単位を基準として）含むポリカーボネートが特に好ましい。
　また、本発明に用いることができるポリカーボネートは、三価以上の芳香族残基を共重
合成分として含有している場合も含む。
　ポリマー末端の分子構造は特に限定されないが、フェノール性水酸基、アリールカーボ
ネート基、アルキルカーボネート基から選ばれた１種以上の末端基を結合することができ
る。これらの中で、フェノール性水酸基、フェニルカーボネート基、ｐ－ｔ－ブチルフェ
ニルカーボネート基、ｐ－クミルフェニルカーボネート等が末端構造として好ましい。フ
ェノール性水酸基末端の全末端基数に対する割合は、特に限定されないが、よりすぐれた
色調や機械的物性を得る観点からは、フェノール性水酸基末端の割合が全末端基数の２０
％以上であることが好ましく、２０～８０％の範囲にあることが更に好ましい。フェノー
ル性水酸基末端の割合が全末端基数の８０％を超えると、組成物の溶融時の熱安定性が若
干低下する傾向にある。フェノール性水酸基末端の割合は、一般にＮＭＲを用いて測定す
る方法（ＮＭＲ法）や、チタンを用いて測定する方法（チタン法）や、ＵＶもしくはＩＲ
を用いて測定する方法（ＵＶ法もしくはＩＲ法）で求めることができる。
【００１９】
　本発明に使用されるＰＣ樹脂の重量平均分子量（Ｍｗ）は、一般に耐衝撃性の観点から
５０００以上、また熱可塑性樹脂組成物の溶融流動性の観点から２０００００以下の範囲
にあることが好ましく、より好ましくは１００００～６００００であり、さらに好ましく
は１５０００～４００００であり、特に好ましくは１８０００～３００００である。
　重量平均分子量（Ｍｗ）の測定は、ゲル・パーミエーション・クロマトグラフィー（Ｇ
ＰＣ）を用いて行い、測定条件は以下の通りである。すなわち、テトラヒドロフランを溶
媒とし、ポリスチレンゲルを使用し、標準単分散ポリスチレンの構成曲線から下式による
換算分子量較正曲線を用いて求められる。
　　　　ＭＰＣ＝０．３５９１ＭＰＳ

１．０３８８

（式中、ＭＰＣはＰＣの重量平均分子量、ＭＰＳはポリスチレンの重量平均分子量である
。）
【００２０】
　本発明で用いられるＰＣ樹脂は、公知の方法で製造したものを使用することができる。
例えば、芳香族ジヒドロキシ化合物とカーボネート前駆体と反応せしめる公知の方法で製
造することができる。具体的には、芳香族ジヒドロキシ化合物とカーボネート前駆体（例
えばホスゲン）を水酸化ナトリウム水溶液及び塩化メチレン溶媒の存在下に反応させる界
面重合法（例えばホスゲン法）、芳香族ジヒドロキシ化合物と炭酸ジエステル（例えばジ
フェニルカーボネート）などを反応させるエステル交換法（溶融法）、ホスゲン法または
溶融法で得られた結晶化カーボネートプレポリマーを固相重合する方法〔特開平１－１５
８０３３号公報（米国特許第４，９４８，８７１号明細書に対応）、特開平１－２７１４
２６号公報、特開平３－６８６２７号公報（米国特許第５，２０４，３７７号明細書に対
応）〕等の方法により製造されたものが用いられる。
【００２１】
　好ましいＰＣ樹脂としては、２価フェノール（芳香族ジヒドロキシ化合物）と炭酸ジエ
ステルとからエステル交換法にて製造された実質的に塩素原子を含まないＰＣ樹脂があげ
られる。本発明では異なる構造や分子量の２種以上の異なるＰＣを組み合わせて使用する
ことも可能である。
　さらに、（Ａ）ＰＴＴと（Ｂ）ＰＣは、両者の混練温度における溶融粘度が近いことが
望ましい。また剪断速度１００ｓｅｃ－１におけるそれぞれの溶融粘度（単位；ｐｏｉｓ
ｅ）をμ（Ａ）及びμ（Ｂ）で表した場合、次の条件を満たすことが望ましい。
　　　｜μ（Ａ）－μ（Ｂ）｜≦１８，０００（ｐｏｉｓｅ）
　この溶融粘度差は、（Ａ）ＰＴＴの（Ｂ）ＰＣに対する相溶化を進め、樹脂組成物の成
形性および物性を発揮させるために望ましい範囲である。
【００２２】
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　本発明の（Ａ）ＰＴＴと（Ｂ）ＰＣの配合量は（Ａ）成分１～９９重量部に対して（Ｂ
）成分９９～１重量部であり、機械特性、寸法安定性の観点から、（Ａ）成分５～７０重
量部に対して（Ｂ）成分９５～３０重量部であることが好ましく、（Ａ）成分１０～５０
重量部に対して（Ｂ）成分９０～５０重量部であることが最も好ましい。
　本発明の（Ｃ）ガラス転移温度が０℃以下のエラストマーは、ガラス転移温度が０℃以
下であれば、特に種類には依らない。ガラス転移温度は、粘弾性測定装置を用いて、（Ｘ
）熱可塑性樹脂組成物を樹脂温度２７０℃、金型温度８０℃の条件で成形加工したＩＳＯ
ダンベル片を用いて、－１５０℃から１００℃の温度領域で、２℃／分の昇温速度、１０
ｒａｄ／秒の条件で動的粘弾性測定を行った際の損失弾性率（Ｇ‘’）の最も高温側に発
現するピーク温度である。
【００２３】
　本発明の（Ｘ）樹脂組成物からなる成形体は、その表面から深さ１０μｍまでの深さ領
域で（Ｃ）成分を主成分とする相が成形体表面と平行に層状に存在する構造を有する。（
Ｃ）成分を主成分とする相を成形体表面と平行に層状に存在させるためには、（Ｃ）成分
種の選択が重要である。本発明の（Ｃ）成分である、ガラス転移温度（以下、Ｔｇと略記
することがある。）が０℃以下のエラストマーは、具体的には、エチレン－メチルアクリ
レートグリシジルメタクリレート共重合体であるＬｏｔａｄａｒ　ＧＭＡ（ＡＴＯＦＩＮ
Ａ社）やノフアロイ　ＩＥ２８５（日本油脂社製）、またエチレンアクリル酸エステル共
重合体であるＬｏｔｒｙｌ（ＡＴＯＦＩＮＡ社）等が好ましく用いられる。特に、ノフア
ロイ　ＩＥ２８５を用いた場合には、（Ｃ）成分層のＬ／Ｄが大きくなるため、好ましく
用いられる。
【００２４】
　本発明の（Ｘ）樹脂組成物は第４成分として、（Ｄ）ｐＨ調整剤を添加することが、耐
熱性、滞留安定性及び色調の観点から好ましい。（Ｄ）ｐＨ調整剤とは系全体のｐＨを特
定範囲に調整する働きを持つ化合物であり、　（Ｄ）成分の配合量としては、上記の（Ａ
）と（Ｂ）成分の合計重量と（Ｄ）成分の重量比を１００／Ｘとした時、ｐＨ＝７の蒸留
水１００ｇに（Ｄ）ｐＨ調整剤Ｘｇを完全溶解させた系の２０℃のｐＨが２．５～５．５
を示すような量であることが好ましい。さらに組成物の耐熱性、滞留安定性の観点から、
上記ｐＨが３～５を示すような量を配合することがより好ましい。（Ｄ）成分としては、
そのＸｇがｐＨ＝７の蒸留水１００ｇに完全溶解するものが、樹脂への分散速度の観点か
ら好ましい。
【００２５】
　上記項目を満足するような（Ｄ）ｐＨ調整剤の種類としては、リン酸金属塩、ピロリン
酸金属塩、メタリン酸金属塩、リン酸アンモニウム塩、オキソ酸、リン酸エステル、ホス
ファイト化合物、次亜リン酸金属塩等が挙げられる。中でも、樹脂への分散速度の観点か
ら、リン酸金属塩、ピロリン酸金属塩、メタリン酸金属塩、リン酸アンモニウム塩、オキ
ソ酸が好ましく用いられる。
　リン酸金属塩、ピロリン酸金属塩、メタリン酸金属塩、リン酸アンモニウム塩及びオキ
ソ酸の具体例としては、リン酸二水素ナトリウム、リン酸二水素カルシウム、リン酸二水
素マグネシウム、リン酸二水素カリウム、第一リン酸アルミニウム、リン酸二水素亜鉛、
リン酸二水素アンモニウム、ピロリン酸二水素二ナトリウム、ピロリン酸二水素カルシウ
ム、ピロリン酸二水素二カリウム、ピロリン酸二水素亜鉛、ピロリン酸二水素マグネシウ
ム、メタリン酸ナトリウム、メタリン酸カリウム、メタリン酸マグネシウム、メタリン酸
アルミニウム、メタリン酸亜鉛、クエン酸、リン酸及びホスホン酸等挙げることができる
。上記金属塩の中でリン酸二水素ナトリウム、リン酸二水素カリウム、ピロリン酸二水素
ナトリウム、リン酸二水素アンモニウム及びクエン酸が最も好ましく用いられる。　
【００２６】
　（Ｄ）ｐＨ調整剤は、押出機前段においてポリカーボネート樹脂およびポリトリメチレ
ンテレフタレート樹脂の反応時に存在していればよい。従って、（Ｄ）ｐＨ調整剤の添加
方法は、特に制限されない。例えば、上記の原料樹脂を供給口から供給する際に何れかの
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原料樹脂に（Ｄ）ｐＨ調整剤を混合して添加する方法、あるいは両原料樹脂を混合した後
に（Ｄ）ｐＨ調整剤を混合する方法を採用することができる。
　また、本発明の（Ｘ）樹脂組成物には、本願発明の目的を損なわない範囲で、剛性及び
耐熱性の向上を目的として（Ｅ）無機充填剤を配合することが可能である。（Ｅ）無機充
填剤としては目的に応じて繊維状、粉粒状、板状の無機充填剤が用いられる。
【００２７】
　繊維状無機充填剤としては、ガラス繊維、アスベスト繊維、カーボン繊維、シリカ繊維
、シリカ・アルミナ繊維、ジルコニア繊維、窒化硼素繊維、窒化硅素繊維、硼素繊維、チ
タン酸カリウムウィスカー、ウォラストナイト、さらにステンレス、アルミニウム、チタ
ン、銅、真鍮等の金属の繊維状物などの無機質繊維状物質があげられる。特に代表的な繊
維状無機充填剤はガラス繊維およびカーボン繊維である。なおポリアミド、フッ素樹脂、
アクリル樹脂などの高融点有機質繊維状物質も使用することができる。
【００２８】
　一方、粉粒状無機充填剤としてはカーボンブラック、シリカ、石英粉末、ガラスビーズ
、ガラス粉、硅酸カルシウム、硅酸アルミニウム、カオリン、クレー、硅藻土のごとき硅
酸塩、酸化鉄、酸化チタン、酸化亜鉛、アルミナのごとき金属の酸化物、炭酸カルシウム
、炭酸マグネシウムのごとき金属の炭酸塩、硫酸カルシウム、硫酸バリウムのごとき金属
の硫酸塩、その他、炭化硅素、窒化硅素、窒化硼素、各種金属粉末が挙げられる。
　又、板状無機充填剤としてはタルク、マイカ、ガラスフレーク、各種の金属箔等が挙げ
られる。
【００２９】
　本発明の無機充填剤はなかんずく，ガラス繊維、ウォラストナイト，タルク，マイカ，
カオリン，炭酸カルシウム，炭素繊維（ＣＦ），及びチタン酸カリウムウィスカーからな
る群から選ばれた少なくとも一つの無機充填剤が好ましい。特に、機械的特性の補強効果
という観点から、ガラス繊維が最も好ましく用いられる。
　これらの無機充填剤は一種又は二種以上併用することができる。繊維状無機充填剤、特
にガラス繊維と粒状及び／又は板状無機充填剤の併用は、機械的強度と寸法精度、電気的
性質等を兼備する上で好ましい組み合わせである。
【００３０】
　また、本発明に用いられる繊維状無機充填剤の平均繊維長（以下、Ｌともいう）、平均
繊維径（以下、ｄともいう）、アスペクト比（以下、Ｌ／ｄともいう）については特に限
定されない。ガラス繊維の場合、平均繊維長（Ｌ）が５０～１００００μｍ、平均繊維径
（ｄ）が５～３０μｍ、アスペクト比（Ｌ／ｄ）が１０～１０００であることが高い機械
的特性を発現するという観点から最も好ましい。また炭素繊維は、平均繊維長（Ｌ）が１
００～７５０μｍ、平均繊維径（ｄ）が、３～３０μｍ、アスペクト比（Ｌ／ｄ）が１０
～１００であるものが好ましく用いられる。さらに、ウォラストナイトは、平均繊維径は
、３～３０μｍ、平均繊維長が１０～５００μｍ、前記アスペクト比（Ｌ／ｄ）が３～１
００のものが好ましく用いられる。その他のタルク、マイカ、カオリン、炭酸カルシウム
、チタン酸カリウムウィスカーは平均粒径が０．１～１００μｍのものが最も好ましく用
いられる。
【００３１】
　（Ｅ）無機充填剤の樹脂組成物への添加量としては、（Ａ）成分＋（Ｂ）成分１００重
量部に対して、０～１５０重量部が剛性及び成形品外観の観点から好ましく、０～１００
重量部がより好ましく、０～５０重量部が最も好ましい。
　これらの無機充填剤は、特に表面処理を施したものが好ましく用いられる。表面処理と
しては公知のカップリング剤やフィルム形成剤を用いて行う。好ましく用いられるカップ
リング剤としては、シラン系カップリング剤、チタン系カップリング剤が挙げられる。こ
れ等の化合物はあらかじめ表面処理又は収束処理を施して用いるか、又は材料調製の際同
時に添加してもよい。
【００３２】
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　シラン系カップリング剤としては、トリエトキシシラン、ビニルトリス（β－メトキシ
－エトキシ）シラン、γ－メタクリロキシプロピルトリメトキシシラン、γ－グリシドキ
シプロピルトリメトキシシラン、β－（１，１－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメ
トキシシラン、Ｎ－α－（アミノエチル）－α－アミノプロピルメチルジメトキシシラン
、γ－アミノプロピルトリエトキシシラン、Ｎ－フェニル－α－アミノプロピルトリメト
キシシラン、γ－メルカプトプロピルトリメトキシシラン、γ－クロロプロピルトリメト
キシシラン、γ－アミノプロピルトリメトキシシラン、γ－アミノプロピル－トリス（２
－メトキシ－エトキシ）シラン、Ｎ－メチル－α－アミノプロピルトリメトキシシラン、
Ｎ－ビニルベンジル－α－アミノプロピルトリエトキシシラン、トリアミノプロピルトリ
メトキシシラン、３－ウレイドプロピルトリメトキシシラン、３－４，５ジヒドロイミダ
ゾールプロピルトリエトキシシラン、ヘキサメチルジシラザン、Ｎ，Ｏ－（ビストリメチ
ルシリル）アミド、Ｎ，Ｎ－ビス（トリメチルシリル）ウレア等が挙げられる。
　この中でも、γ－アミノプロピルトリメトキシシラン、Ｎ－α－（アミノエチル）－α
－アミノプロピルトリメトキシシラン、γ－グリシドキシプロピルトリメトキシシラン、
β－（１，１－エポキシシクロヘキシル）エチルトリメトキシシラン等のアミノシランお
よびエポキシシランが好ましく用いられる。
【００３３】
　チタン系カップリング剤は、イソプロピルトリイソステアロイルチタネート、イソプロ
ピルトリドデシルベンゼンスルホニルチタネート、イソプロピルトリス（ジオクチルパイ
ロホスフェイト）チタネート、テトライソプロピルビス（ジオクチルホスフェイト）チタ
ネート、テトラオクチルビス（ジトリデシルホスファイト）チタネート、テトラ（１，１
－ジアリルオキシメチル－１－ブチル）ビス（ジトリデシル）ホスファイトチタネート、
ビス（ジオクチルパイロホスフェイト）オキシアセテートチタネート、ビス（ジオクチル
パイロホスフェイト）エチレンチタネート、イソプロピルトリオクタノイルチタネート、
イソプロピルジメタクリルイソステアロイルチタネート、イソプロピルイソステアロイル
ジアクリルチタネート、イソプロピルトリ（ジオクチルホスフェイト）チタネート、イソ
プロピルトリクミルフェニルチタネート、イソプロピルトリ（Ｎ－アミドエチル、アミノ
エチル）チタネート、ジクミルフェニルオキシアセテートチタネート、ジイソステアロイ
ルエチレンチタネート等が挙げられる。
【００３４】
　フィルム形成剤としては、ウレタン系ポリマー、アクリル酸系ポリマー、無水マレイン
酸とエチレン、スチレン、α－メチルスチレン、ブタジエン、イソプレン、クロロプレン
、２，３－ジクロロブタジエン、１，３－ペンタジエン、シクロオクタジエンなどの不飽
和単量体とのコポリマー、エポキシ系ポリマー、ポリエステル系ポリマー、酢酸ビニル系
ポリマー、ポリエーテル系ポリマーなどの重合体を挙げることが出来る。これらの中でも
、エポキシ系ポリマー、ウレタン系ポリマー、アクリル酸系ポリマー、ブタジエン無水マ
レイン酸コポリマー、エチレン無水マレイン酸コポリマー、スチレン無水マレイン酸コポ
リマー、及び、これらの混合物が好ましく用いられる。
【００３５】
　本発明の（Ｘ）樹脂組成物に、さらに（Ｆ）成形性改良剤を添加するとより本発明の目
的に合致した樹脂組成物あるいは樹脂成形体が得られる。（Ｆ）成形性改良剤としては、
高級脂肪酸類、高級脂肪酸金属塩類、高級脂肪酸エステル類、高級脂肪酸アミド化合物類
、ポリアルキレングリコールあるいはその末端変性物類、低分子量ポリエチレンあるいは
酸化低分子量ポリエチレン類、置換ベンジリデンソルビトール類、ポリシロキサン類、カ
プロラクトン類が挙げられる。特に好ましいのは、（ｘ）高級脂肪酸類、（ｙ）高級脂肪
酸金属塩類、（ｚ）高級脂肪酸エステル類である。以下これら（Ｆ）成形性改良剤につい
て詳細に説明する。
【００３６】
　（ｘ）高級脂肪酸類
　高級脂肪酸類としては、高級飽和脂肪酸類、高級不飽和脂肪酸類あるいはこれらの混合
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物が好ましく用いられる。
　（ｘ－１）高級飽和脂肪酸類
　高級脂飽和肪酸類は、例えばカプリン酸、ウラデシル酸、ラウリン酸、トリデシル酸、
ミリスチン酸、ペンタデシル酸、パルミチン酸、ヘプタデシル酸、ステアリン酸、ノナデ
カン酸、アラキン酸、ベヘン酸、リグノセリン酸、セロチン酸、ヘプタコサン酸、モンタ
ン酸、メリシン酸、ラクセル酸など、あるいはこれらの混合物を挙げることができる。
【００３７】
　（ｘ－２）高級不飽和脂肪酸類
　高級不飽和脂肪酸類としては、炭素数が６～２２の不飽和脂肪酸が好ましく用いられ、
中でも、より好ましいものとしては、例えばウンデシレン酸、オレイン酸、エライジン酸
、セトレイン酸、エルカ酸、ブラシジン酸、ソルビル酸、リノール酸、リノレン酸、アラ
キドン酸、ステアロール酸、２－ヘキサデセン酸、７－ヘキサデセン酸、９－ヘキサデセ
ン酸、ガドレイン酸、ガドエライジン酸、１１－エイコセン酸など、あるいはこれらの混
合物を挙げることができる。
【００３８】
　（ｙ）高級脂肪酸金属塩類
　高級脂肪酸金属塩類としては、高級飽和脂肪酸金属塩類、高級不飽和脂肪酸金属塩類あ
るいはこれらの混合物が好ましく用いられる。
　（ｙ－１）高級飽和脂肪酸金属塩類
　高級脂飽和肪酸類は、下記一般式で示される。
　　ＣＨ３（ＣＨ２）ｎＣＯＯ（Ｍ）
　ここで、ｎ＝８～３０であり、金属元素（Ｍ）が、元素周期律表の１Ａ、２Ａ、３Ａ族
元素、亜鉛、アルミニウムなどが好ましく用いられる。
中でも、より好ましいものとしては、例えばカプリン酸、ウラデシル酸、ラウリン酸、ト
リデシル酸、ミリスチン酸、ペンタデシル酸、パルミチン酸、ヘプタデシル酸、ステアリ
ン酸、ノナデカン酸、アラキン酸、ベヘン酸、リグノセリン酸、セロチン酸、ヘプタコサ
ン酸、モンタン酸、メリシン酸、ラクセル酸のリチウム塩、ナトリウム塩、マグネシウム
塩、カルシウム塩、亜鉛塩、アルミニウム塩など、あるいはこれらの混合物を挙げること
ができる。
【００３９】
　（ｙ－２）高級不飽和脂肪酸金属塩類
　高級不飽和脂肪酸金属塩類としては、炭素数が６～２２の不飽和脂肪酸と、元素周期律
表の１Ａ、２Ａ、３Ａ族元素、亜鉛、アルミニウムなどとの金属塩が好ましく用いられ、
中でも、より好ましいものとしては、ウンデシレン酸、オレイン酸、エライジン酸、セト
レイン酸、エルカ酸、ブラシジン酸、ソルビル酸、リノール酸、リノレン酸、アラキドン
酸、ステアロール酸、２－ヘキサデセン酸、７－ヘキサデセン酸、９－ヘキサデセン酸、
ガドレイン酸、ガドエライジン酸、１１－エイコセン酸のリチウム塩、ナトリウム塩、マ
グネシウム塩、カルシウム塩、亜鉛塩、アルミニウム塩など、あるいはこれらの混合物を
挙げることができる。
【００４０】
　（ｚ）高級脂肪酸エステル類
　本発明における高級脂肪酸エステル類は、高級アルコールと高級脂肪酸とのエステル、
あるいは多価アルコールと高級脂肪酸とのエステル、あるいはこれらの混合物が好ましく
用いられる。
　（ｚ－１）高級アルコールと高級脂肪酸とのエステル類
　高級アルコールと高級脂肪酸とのエステル類として、好ましいのは、炭素数８以上の脂
肪族アルコールと炭素数８以上の高級脂肪酸とのエステル類である。好ましい高級脂肪酸
エステル類としては、例えばラウリルラウレート、ラウリルミリステート、ラウリルパル
ミテート、ラウリルステアレート、ラウリルベヘネート、ラウリルリグノセレート、ラウ
リルメリセート、ミリスチルラウレート、ミリスチルミリステート、ミリスチルステアレ
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ート、ミリスチルベヘネート、ミリスチルリグノセレート、ミリスチルメリセート、パル
ミチルラウレート、パルミチルミリステート、パルミチルステアレート、パルミチルベヘ
ネート、パルミチルリグノセレート、パルミチルメリセート、ステアリルラウレート、ス
テアリルミリステート、ステアリルパルミテート、ステアリルステアレート、ステアリル
ベヘネート、ステアリルアラキネート、ステアリルリグノセレート、ステアリルメリセー
ト、アイコシルラウレート、アイコシルパルミテート、アイコシルステアレート、アイコ
シルベヘネート、アイコシルリグノセレート、アイコシルメリセート、ベヘニルラウレー
ト、ベヘニルミリステート、ベヘニルパルミテート、ベヘニルステアレート、ベヘニルベ
ヘネート、ベヘニルアラキネート、ベヘニルメリセート、テトラコサニルラウレート、テ
トラコサパルミテート、テトラコサニルステアレート、テトラコサニルベヘネート、テト
ラコサニルリグノセレート、テトラコサニルセロテート、セロチニルステアレート、セロ
チニルベヘネート、セロチニルセロチネート、メリシルラウレート、メリシルステアレー
ト、メリシルベヘネート、メリシルメリセートなど、あるいはこれらの混合物を挙げるこ
とができる。
【００４１】
　（ｚ－２）多価アルコールと高級脂肪酸とのエステル類
　多価アルコールと高級脂肪酸の部分エステル類は、多価アルコールとして、例えばグリ
セリン、１,２,３－ブタントリオール、１,２,３－ペンタントリオール、エリスリット、
ペンタエリスリトール、トリメチロールプロパン、マニトール、ソルビトールなどが好ま
しく用いられる。
　また高級脂肪酸としては、例えばカプリン酸、ウラデシル酸、ラウリン酸、トリデシル
酸、ミリスチン酸、ペンタデシル酸、パルミチン酸、ヘプタデシル酸、ステアリン酸、ノ
ナデカン酸、アラキン酸、ベヘン酸、リグノセリン酸、セロチン酸、ヘプタコサン酸、モ
ンタン酸、メリシン酸、ラクセル酸などが好ましく用いられる。
【００４２】
　これら多価アルコールと高級脂肪酸とのエステル類は、モノエステル類、ジエステル類
またはトリエステルのいずれであってもかまわない。より好ましいものとしては、例えば
グリセリンモノラウレート、グリセリンモノミリステート、グリセリンモノステアレート
、グリセリンモノベヘネート、グリセリンモノリグノセレート、グリセリンモノメリセー
トなどの高級脂肪酸モノグリセリド、ペンタエリスリトール－モノまたはジ－ラウレ－ト
、ペンタエリスリトール－モノまたはジ－ラウレ－ト、ペンタエリスリトール－モノまた
はジ－ミリステ－ト、ペンタエリスリトール－モノまたはジ－パルミテート、ペンタエリ
スリトール－モノまたはジ－ステアレート、ペンタエリスリトール－モノまたはジ－ベヘ
ネート、ペンタエリスリトール－モノまたはジ－リグノセレート、ペンタエリスリトール
－モノまたはジ－メリセートなどのペンタエリスリトールのモノまたはジ高級脂肪酸エス
テル、トリメチロールプロパン－モノ－またはジ－ラウレート、トリメチロールプロパン
－モノ－またはジ－ミリステート、トリメチロールプロパン－モノ－またはジ－パルミテ
ート、トリメチロールプロパン－モノ－またはジ－ステアレート、トリメチロールプロパ
ン－モノ－またはジ－ベヘネート、トリメチロールプロパン－モノ－またはジ－リグノセ
レート、　トリメチロールプロパン－モノ－またはジ－メリセートなどのトリメチロール
プロパンのモノ－またはジ－高級脂肪酸エステルが挙げられる。
【００４３】
　また、ソルビタン－モノ、ジまたはトリ－ラウレート、ソルビタン－モノ、ジまたはト
リ－ミリステート、ソルビタン－モノ、ジまたはトリ－ステアレート、ソルビタン－モノ
、ジまたはトリ－ベヘネート、ソルビタン－モノ、ジまたはトリ－リグノセレート、ソル
ビタン－モノ、ジまたはトリ－メリセートなどのソルビタン－モノ、ジ、またはトリ高級
脂肪酸エステル、マンニタン－モノ、ジまたはトリ－ラウレート、マンニタン－モノ、ジ
またはトリ－ミリステート、マンニタン－モノ、ジまたはトリ－パルミテート、マンニタ
ン－モノ、ジまたはトリ－ステアレート、マンニタン－モノ、ジまたはトリ－ベヘネート
、マンニタン－モノ、ジまたはトリ－リグノセレート、マンニタン－モノ、ジまたはトリ
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－メリセレートなどのマンニタン－モノ、ジまたはトリ－高級脂肪酸エステルなど、ある
いはこれらの混合物を挙げることができる。
【００４４】
　これら（ｘ）高級脂肪酸類、（ｙ）高級脂肪酸金属塩類、（ｚ）高級脂肪酸エステル類
の配合量は、本発明の熱可塑性樹脂組成物中のＰＴＴ１００重量部に対して、０．００１
～５重量部であることが好ましく、より好ましくは０．０１～３重量部である。前記の成
形性改良剤の配合量が、０．００１重量部未満の場合には、成形加工性が本発明の目的を
達成するまでに向上せず好ましくない。また５重量部を越える場合には、成形品表面に、
銀ぶくれを発生させたり、成形品の機械的物性を低下させる傾向にあるので好ましくない
。
【００４５】
　本発明の（Ｘ）樹脂組成物に、さらに（Ｇ）結晶化促進剤を添加するとより本発明の目
的に合致した樹脂組成物あるいは樹脂成形体が得られる。
　（Ｇ）結晶化促進剤としては、ガラス繊維、タルク、マイカ、ワラストナイトなどの無
機充填剤や有機カルボン酸金属塩、無機カルボン酸金属塩、アイオノマー樹脂及び熱可塑
性ポリエステル樹脂などが挙げられる。結晶化促進効果の大きさから熱可塑性ポリエステ
ル樹脂が好ましく用いられる。
【００４６】
　本発明において、（Ｇ）結晶化促進剤として好ましく用いられる熱可塑性ポリエステル
樹脂としては、ポリトリメチレンテレフタレート以外の熱可塑性ポリエステル樹脂であれ
ば特に制限はない。例えば、テレフタル酸、イソフタル酸、フタル酸、２，６－ナフタレ
ンジカルボン酸、１，４－ナフタレンジカルボン酸、４，４‘－ジフェニルジカルボン酸
、ジフェノキシエタンジカルボン酸等の芳香族ジカルボン酸成分とエチレングリコール、
１，４－ブタンジオール、ネオペンチルグリコール、１，６－へキサンジオール、１，９
－ノナンジオール等の脂肪族ジオール成分とから得られる芳香族ポリエステルや、アジピ
ン酸、アゼライン酸、セバシン酸、ドデカンジカルボン酸、ヘキサデカンジカルボン酸、
エイコサンジカルボン酸等の脂肪族ジカルボン酸成分とエチレングリコール、１，４－ブ
タンジオール、ネオペンチルグリコール、１，６－へキサンジオール、１，９－ノナンジ
オール等の脂肪族ジオール成分とから得られる脂肪族ポリエステルが挙げられる。　
【００４７】
　上記ポリエステル樹脂は単独で用いることもできるし、２種以上の混合物を用いること
ができる。中でも、特にポリエチレンテレフタレート樹脂とポリブチレンテレフタレート
樹脂は、本発明の（Ａ）ポリトリメチレンテレフタレートと（Ｂ）ポリカーボネートを含
む樹脂組成物の結晶化速度を著しく増加させる効果があり、より好ましく用いられる。結
晶化促進剤の添加量は、組成物の耐熱性および熱時剛性の観点から、（Ａ）ポリトリメチ
レンテレフタレート樹脂１００重量部に対して、０．０１～１００重量部であることが好
ましく、０．１～５０重量部であることがより好ましく、０．５～３０重量部であること
が最も好ましい。
【００４８】
　本発明の（Ｘ）樹脂組成物に、本発明の特徴および効果を損なわない範囲で必要に応じ
て他の樹脂または添加剤、例えば、酸化防止剤、難燃剤、可塑剤、難燃助剤、耐候（光）
性改良剤、スリップ剤、各種着色剤等を添加してもかまわない。
　本発明の（Ｘ）樹脂組成物からなる成形体は、その表面から深さ１０μｍまでの深さ領
域で、（Ｃ）成分を主成分とする相が成形体表面と平行に層状に存在する構造を有する。
耐薬品性の観点から、該成形体は、その表面から深さ５０μｍまでの深さ領域で（Ｃ）成
分を主成分とする相が成形体表面と平行に層状に存在する構造を有することが好ましく、
その表面から深さ１００μｍまでの深さ領域で（Ｃ）成分を主成分とする相が成形体表面
と平行に層状に存在する構造を有することが最も好ましい。具体的に、樹脂成形品の（Ｃ
）成分を主成分とする相の相構造は、樹脂流動方向（以後、「ＭＤ」方向と略す。）と樹
脂流動方向に直角方向（以後、「ＴＤ方向」と略す。）から成形品断面を電子顕微鏡（Ｔ
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ＥＭ）を用いて、観察することができる（図１参照）。（Ｃ）成分を主成分とする相が層
状であることは、ＭＤ方向とＴＤ方向の両断面図（ＴＥＭ写真）において、（Ｃ）成分を
主成分とする相が共にＬ（長さ）／Ｄ（厚さ）が２以上の線状構造が、相面積にして５０
％以上存在することを示す。耐薬品性の観点から、Ｌ／Ｄが１０以上の線状構造が、相面
積にして５０％以上存在することが好ましく、Ｌ／Ｄが１００以上の線状構造が、相面積
にして５０％以上存在することがより好ましく、Ｌ／Ｄが１０００以上の線状構造が相面
積にして５０％以上存在することが最も好ましい。（Ｃ）成分を主成分とする相の厚みは
、耐薬品性の観点から、１０～２０００ｎｍであることが好ましく、１０～１０００ｎｍ
であることがより好ましく、１０～５００ｎｍであることが最も好ましい。
【００４９】
　さらに、本発明の（Ｘ）樹脂組成物からなる成形体は、その表面から深さ１０μｍまで
の深さ領域で、（Ａ）成分を主成分とする相、及び／又は（Ｂ）成分を主成分とする相が
成形体表面と平行に層状に存在する構造を有することが、耐薬品性の観点から好ましく、
その表面から深さ５０μｍまでの深さ領域で（Ａ）成分を主成分とする相、及び／又は（
Ｂ）成分を主成分とする相が成形体表面と平行に層状に存在する構造を有することがより
好ましく、その表面から深さ１００μｍまでの深さ領域で（Ａ）成分を主成分とする相、
及び／又は（Ｂ）成分を主成分とする相が成形体表と平行に層状に存在する構造を有する
ことが最も好ましい。具体的に、樹脂成形品の（Ａ）ＰＴＴと（Ｂ）ＰＣの相構造は、前
述の通り、成形品断面を電子顕微鏡（ＴＥＭ）を用いて、観察することができる（図１参
照）。（Ａ）成分を主成分とする相、あるいは（Ｂ）成分を主成分とする相が、樹脂成形
体表面から前述深さまでの深さ領域の５０％以上において層状であることは、上記ＭＤ方
向とＴＤ方向の両断面図（ＴＥＭ写真）において、各相の相構造が、各相の前述深さ領域
における総面積の５０％以上の比率で、Ｌ（長さ）／Ｄ（厚さ）が５以上の線状構造であ
ることを示す。耐薬品性の観点から、Ｌ／Ｄが１０以上の線状構造が、各相の総面積に対
して５０％以上存在することが好ましく、Ｌ／Ｄが１００以上の線状構造が、各相の総面
積に対して５０％以上存在することがより好ましく、Ｌ／Ｄが１０００以上の線状構造が
各相の総面積に対して５０％以上存在することが最も好ましい。（Ａ）成分相及び／又は
（Ｂ）成分相の厚みは、耐薬品性の観点から、１～５００ｎｍであることが好ましく、１
～２００ｎｍであることがより好ましく、１～１００ｎｍであることが最も好ましい。（
Ａ）成分相と（Ｂ）成分相の層の厚みは電子顕微鏡（ＴＥＭ）を用いて、ＭＤ方向あるい
は、ＴＤ方向の画像から求めることができる。
【００５０】
　本発明の樹脂成形体は、その表層から深さ１０μｍまでの深さ領域において、（Ｃ）成
分を表層に平行に制御すること、またより好ましくは（Ａ）成分層及び／又は（Ｂ）成分
層を表層に平行に制御することが重要であるが、該樹脂成形体は、最適な成形方法、成形
条件及び、金型形状を適用することにより達成される。具体的には、成形方法として、射
出成形、射出圧縮成形、ガスアシスト射出成形等の射出速度の速い成形方法が好ましく用
いられる。さらに、本発明の樹脂成形体構造を達成するためにより重要な点は、金型形状
、特にゲート形状であり、中でもフィルムゲートが好適に用いられる。
　本発明の（Ｘ）熱可塑性樹脂組成物からなる樹脂成形体は、従来の（Ａ）成分と（Ｂ）
成分からなる樹脂成形体と比較し、極めて優れた機械物性、耐熱性、寸法特性を有すると
ともに、耐薬品性に優れる。そのため、例えば、自動車部品材料、電気電子材料、産業資
材、工業材料、家庭用品などの成形材料として好適に使用することができる。
【実施例】
【００５１】
　以下実施例により本発明の効果を更に詳細に説明する。ただし本発明はこれらの例にな
んら限定されるものではない。なお、使用した熱可塑性樹脂およびその配合剤は下記のと
おりである。
　・ＰＴＴ１：ポリトリメチレンテレフタレート樹脂。
　極限粘度［η］＝０．７２×ｄｌ／ｇのポリトリメチレンテレフタレート
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なお，極限粘度［η］は次の定義式に基づいて求められた。
　［η］＝ｌｉｍ（１／Ｃ）×（ηｒ－１）［Ｃ→０］
　式中のηｒは、純度９８％以上のｏ－クロロフェノールで溶解したポリトリメチレンテ
レフタレートの希釈溶液の３５℃での粘度を、同一温度で測定した上記溶剤自体の粘度で
割った値で相対粘度として定義されるものである。またＣは上記溶液１００ｍｌ中のグラ
ム単位による溶質重量値である。
　・ＰＴＴ２：ポリトリメチレンテレフタレート樹脂
　極限粘度［η］＝０．８９×ｄｌ／ｇのポリトリメチレンテレフタレート
　・ＰＴＴ３：ポリトリメチレンテレフタレート樹脂
　極限粘度［η］＝１．００×ｄｌ／ｇのポリトリメチレンテレフタレート
【００５２】
　・ＰＣ１：ポリカーボネート樹脂；ユーピロンＳ－２０００、三菱エンジニアリングプ
ラスチックス社製
　・Ｅ１：エチレン－メチルアクリレートグリシジルメタクリレート共重合体；ノフアロ
イＩＥ２８５、日本油脂社製
　・Ｅ２：エチレン－メチルアクリレートグリシジルメタクリレート共重合体；ＬＯＴＡ
ＤＥＲＧＭＡ　ＡＸ－８９００、アトフィナ社製
　・Ｅ３：エチレン－グリシジルメタクリレート共重合体；モディパーＡ４２００、日本
油脂社製
　・Ｅ４：シリコーン・アクリル複合エラストマー；Ｓ－２００１、三菱レーヨン社製
　・ＭＦ１：タルク；Ｍ－ＳＰ、日本タルク社製
　・Ｓ１：ＩＲＧＡＮＯＸ１０９８、チバ・スペシャルティーケミカルズ社製
　・Ｓ２：リン酸二水素Ｎａ、太平化学産業社製
　・Ｓ３：フォスファイト系化合物；ＰＥＰ８、旭電化社製
【００５３】
　なお、以下の実施例、比較例において記載した樹脂成形品の物性評価は、以下のように
行った。
　１．樹脂成形品の作成および諸特性
　図２及び図３に示す樹脂成形品は、射出成形機を用いて作成した。装置は日精樹脂（株
）製ＦＮ３０００、シリンダー温度２６０℃、金型温度８０℃に設定し、射出２０秒、冷
却２０秒の射出成形条件で、樹脂成形品を得た。なお、射出速度は９９％とし、射出圧力
は、一次圧、二次圧すべて一定とし、金型にフル充填する最低射出圧力＋２０ｋｇｆ／ｃ
ｍ２の条件で成形を行った。
　図２に示す成形品は１５０ｍｍ×１５０ｍｍ×２ｍｍ厚の平板であり、ゲートは１５０
ｍｍ×１ｍｍ厚のフィルムゲートである。
　図３に示す成形品は１５０ｍｍ×１５０ｍｍ×２ｍｍ厚の平板であり、ゲートは２．５
ｍｍφのピンゲートである。
【００５４】
　（１－１）表層モルフォロジー
　図２及び図３に示す平板から切出したＪＩＳＫ７１１３－１号型（１Ｂ型）試験片を、
図１に示すようにＭＤ方向とＴＤ方向から、透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）を用いて、表層
から１０μｍの深さまで観察した。透過型電子顕微鏡（ＴＥＭ）としては、ＨＩＴＡＣＨ
Ｉ社製のＨ－６００Ａを用いた。ＴＥＭ観察には、上記試験片をミクロトームで８０ｎｍ
にスライスし、その切片をルテニウム酸染色したサンプルを用いた。ＭＤ方向から観察し
ても、ＴＤ方向から観察しても、（Ｃ）成分相に関して、アスペクト比（Ｌ／Ｄ）≧２の
線状構造が相面積の５０％以上である構造は層状構造とした。ＭＤ方向から観察しても、
ＴＤ方向から観察しても、アスペクト比（Ｌ／Ｄ）＜２の島状構造が総面積の５０％以上
である構造は球状構造とした。（Ａ）成分相及び（Ｂ）成分相に関しては、アスペクト比
（Ｌ／Ｄ）≧５の線状構造が相面積の５０％以上である構造は層状構造とした。ＭＤ方向
から観察しても、ＴＤ方向から観察しても、アスペクト比（Ｌ／Ｄ）＜５の島状構造が総
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【００５５】
　（１－２）（Ｃ）層平均厚み
　前述（１－１）で観察したＴＥＭ画像（表層から５０μｍの深さ）を用いて（Ｃ）層の
厚み実測し、その平均値を求めた。
　（１－３）（Ａ）層平均厚み
　前述（１－１）で観察したＴＥＭ画像（表層から５０μｍの深さ）を用いてＰＴＴ層の
厚み実測し、その平均値を求めた。
　（１－４）（Ｂ）層平均厚み
　前述（１－１）で観察したＴＥＭ画像（表層から５０μｍの深さ）を用いてＰＣ層の厚
み実測し、その平均値を求めた。
【００５６】
　（１－５）引張強度（ＭＰａ）
　ＩＳＯ　５２７－１に準じて測定した。
　（１－６）荷重たわみ温度（℃）
　ＩＳＯ　７５－１に準じて測定した。その際の荷重は０．４６ＭＰａとした。
　（１－７）成形収縮率（％）
　図２及び図３に示した成形品のＭＤ方向とＴＤ方向の成形収縮率（％）を、成形品寸法
と金型寸法を実測することにより求めた。成形品寸法は成形後、恒温恒湿槽（２３℃、５
０％ＲＨ）に２４時間放置した後、測定を行った。上記平板の成形品寸法及び金型寸法測
定は、図４及び図５に示す位置で行った。
【００５７】
　（１－８）耐薬品性
　図２及び図３に示す平板から切出したＪＩＳＫ７１１３－１号型（１Ｂ型）試験片の平
行部にガーゼを巻き、その上にアルミ箔を巻きつけ、各資料を引張クリープ試験機にセッ
トした状態で、試験応力を負荷した。その３０秒後、平行部に巻いたガーゼに２ｍｌのレ
ビュラーガソリン（新日本石油社製）を滴下し、破断時間を計測した。なお、レギュラー
ガソリンの蒸発を防ぐため、５分間毎にレギュラーガソリンの滴下作業を実施した。試験
温度は２３℃とした。試験応力に関しては、それぞれの材料に対して、引張降伏応力を測
定し、その３０％の応力をかけて実験を行った。
【００５８】
［実施例１～８および比較例１～３］
　ＰＴＴ１～ＰＴＴ３、ＰＣ１、Ｅ１～Ｅ４、Ｓ１～Ｓ３を下記表１に示した配合比でド
ライブレンドした。そのブレンド物を２軸押出機（東芝機械（株）製：ＴＥＭ５８）を用
いて溶融混練し、サイドフィーダーからＭＦ１を表１に示した配合比で添加した。スクリ
ュー回転数３００ｒｐｍ、シリンダー温度２５０℃（先端ノズル付近のポリマー温度は、
２８０℃であった）、押出速度１５０Ｋｇ／Ｈｒ（滞留時間１分）、減圧度は０．０５Ｍ
Ｐａで押出を行った。先端ノズルからストランド状にポリマーを排出し、水冷・カッティ
ングを行いペレットとした。該ペレットを１２０℃で５時間、除湿型乾燥機で乾燥した後
、上記に示す射出成形方法で試験片を作成し、この試験片を上記測定方法に従って、解析
および諸特性の測定を行った。結果を表１に示した。
　実施例３及び比較例１に示した、成形品の表層の相構造を図６及び図７に示す。実施例
３は（Ａ）ＰＴＴと（Ｂ）ＰＣが層状構造を有し、比較例１と比較して、著しく耐薬品性
に優れることが分かった。
【００５９】
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【表１】

【産業上の利用可能性】
【００６０】
　本発明により、優れた機械物性、耐熱性、寸法安定性に加え、耐薬品性に著しく優れる
熱可塑性樹脂組成物を提供することが可能となった。したがって自動車外装・外板部品、
自動車内装部品、自動車アンダーフード部品、二輪車用部品、家具用部品、ＯＡ機器分野
用品、電子電器用部品、工業用部品など、各種用途に求められている高性能化・高機能化
という要求の解決にも大きく貢献できることが期待される。
【図面の簡単な説明】
【００６１】
【図１】樹脂成形品の樹脂流動方向（「ＭＤ」方向）断面と樹脂流動方向に直角方向（「
ＴＤ方向」）断面を電子顕微鏡（ＴＥＭ）で撮影する際の撮影方向を説明する図である。



(17) JP 4907898 B2 2012.4.4

10

【図２】フィルムゲートで射出成形した成形品(平板)と該平板から切出したＪＩＳＫ７１
１３－１号型（１Ｂ型）試験片を説明する図である。
【図３】ピンフィルムゲートで射出成形した成形品(平板)と該平板から切出したＪＩＳＫ
７１１３－１号型（１Ｂ型）試験片を説明する図である。
【図４】フィルムゲートで射出成形した成形品(平板)のＭＤ方向とＴＤ方向の成形収縮率
（％）を算定するための成形品寸法と金型寸法の実測位置を説明する図である。
【図５】ピンフィルムゲートで射出成形した成形品(平板)のＭＤ方向とＴＤ方向の成形収
縮率（％）を算定するための成形品寸法と金型寸法の実測位置を説明する図である。
【図６】実施例３の成形品表層のＴＤ方向の相構造を撮影したＴＥＭ写真である。
【図７】比較例１のＴＤ方向の相構造を撮影したＴＥＭ写真である。

【図１】 【図２】



(18) JP 4907898 B2 2012.4.4

【図３】 【図４】

【図５】
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